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要旨
　本稿では、観光をテーマにした国際政治学の構築へ向けた一つの試論として、世界遺産制度をめぐる国
際政治を取り上げ、その態様を掴むとともに関わる諸要因を明らかにする。まず世界遺産の制度の歴史と
現在の状況を概観する。次に、国際政治学の既存研究から、世界遺産をめぐる国際政治において注目すべ
き要因を整理する。最後に、いくつかの事例を取り上げながら、世界遺産をめぐって起きてきた政治的対
立を整理・検証し、どのような要因が関わっているのかを明らかにする。
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１．はじめに
近年、国際観光客到着者数が2017年には13億人を超えるなど、観光のために国境を超える人の数が急
増している。また、各国では観光開発が進んでいる。国連世界観光機関（UNWTO）や国連教育科学文化
機構（UNESCO）などを中心に観光分野の国際協力が進み、グローバル・ガバナンスの一部となっている。
他方で、観光地におけるテロや世界遺産登録をめぐる各国間の対立など、観光に関わる分野におけるアク
ター間の権力関係や協調・対立といった「政治」が顕在化するようになった。しかし従来の国際政治学で
は、そのような観光分野で生じている問題は全くといっていいほど取り上げられてこなかった。国際政治
学が今なお安全保障など「ハイ・ポリティクス」に注目していることが理由として挙げられよう。しかし、
日本やフランスなど先進国でも観光は基幹産業の一つとなり、途上国も観光開発に力を入れ、世界の人々
も観光体験を通じて世界観を変えつつある今、観光に関わる国際政治の現象は軽視することはできない。
そこで本稿では、観光をテーマにした国際政治学の構築へ向けた一つの試論として、世界遺産制度をめ
ぐる政治を取り上げ、その態様を掴むとともにそこに関わる諸要因を明らかにする。もちろん、後述する
ように、世界遺産制度は世界の文化の多様性促進のための文化財保護が目的であり、観光はその目的のご
く一部、あるいは副次的なものである。しかし、現在の観光という人間の活動領域において、世界遺産の
訪問を目的とする観光客の増加とその所在地における経済効果は無視できるものではなく、観光の分野に
おいて世界遺産は重要な要素の一つとなっている。逆に、世界遺産の制度の維持と促進のあり方を考える
上でも、観光の要素とどのように折り合いをつけるかは重要である。本稿では、まず世界遺産の制度の歴
史と現在の状況を概観する。次に、国際政治学の既存研究から、世界遺産をめぐる国際政治の検証におい
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て注目すべき点を導く。最後に、いくつかの事例を取り上げながら世界遺産をめぐって起きた政治的対立
を整理・検証し、どのような要因が関わっているのかを明らかにする。
2．世界遺産の制度と運用の概観
（1）世界遺産の制度の概要
文化遺産を保護するための国際的な枠組みは、第二次世界大戦以前より存在していた。しかし、本格的
な国際協力が始まるのは、第二次世界大戦後である。大戦における文化遺産の破壊を受けて、1945年11
月に設立された国連教育科学文化機構（UNESCO、以下ユネスコ）は文化遺産の保護を主要な任務の一つ
とした。ユネスコ憲章には、ユネスコの任務の一つとして、「世界の遺産である図書、芸術作品並びに歴
史的及び科学の記念物の保存及び保護を確保し、かつ、関係諸国民に対して必要な国際条約を勧告する」（第
1 条2c）ことが挙げられている。1954年 5 月14日には武力紛争時の文化財保護条約（ハーグ条約）が採
択され、武力紛争時の文化財に対する破壊行為の禁止と保護が定められた（西村・本中編2017、2-5）。
1950年代になると、戦争による文化遺産の破壊以外に、経済開発に伴う破壊が頻発するようになる。
なかでも、エジプトにおけるアスワンハイダムの建設に伴い、アブシンベル神殿をはじめとするヌビア地
方の多数の遺跡が水没する恐れが生じた事態は、国際世論の注目を広く集めた。同遺跡を保護しようと、
1960年にユネスコを中心とした国際的なキャンペーンが行われ、世界遺産の制度を作るきっかけとなっ
た。1966年からは専門家から構成される非政府組織である国際遺跡記念物会議（ICOMOS、1965年結成、
以下イコモス）の協力を得つつ、条約作りが開始された。他方、早くより国立公園の整備が進められてき
たアメリカの支援のもと、国際自然保護連合（IUCN）において自然遺産の保護のための条約案の作成が
進められていた。1972年6月の国連人間環境会議をきっかけに両者の動きが統合されることになり、同
年11月には、「世界文化遺産および自然遺産の保護に関する条約」（以下、世界遺産条約）が採択される
こととなった（以上の経緯は、西村・本中編2017、13-16；松浦2008、67-78）。同時に、遺産保護の国
内体制の整備を主眼とした「文化遺産及び自然遺産の国内的保護に関する勧告」が世界遺産条約と同時に
採択されている。ちなみに日本は、国内での関心の低さや国内法の修正から批准が遅れ、批准が行われ締
約国になったのは1992年のことである（松浦2008、93）。
1999 ～ 2009年にユネスコ事務局長を務めた松浦晃一郎は、世界遺産条約体制の推移を区分して、世
界遺産委員会で初めて文化遺産と自然遺産が登録された1978年から1991年までを第一期とする。そこで
はモニュメントや建造物、歴史遺産といった文化遺産の狭い西欧的コンセプトに縛られていたが、1992
年に「文化的景観」のコンセプトが世界遺産委員会で採択されると、文化遺産はより広い概念で捉えられ
るようになる。また、後に触れるように、評価基準の一つである「真正性」の解釈が弾力化することで、「石
の文化」だけでなくアジアの「木の文化」やアフリカの「土の文化」といった西欧以外の文化遺産の登録
が容易になっていった。文化的景観が採択されて以降の第二期には、世界遺産の地理的拡大と内容の多様
化を目指すためのグローバル・ストラテジーが1994年に採用されている。ほかにも、1998年の世界遺産
委員会で定期報告制度が導入されることが決定されるなど、モニタリング体制が強化された。2007年に
オマーンの野生動物アラビアオリックスの保護区が初めて世界遺産リストから登録削除され、第三期が始
まった。表向きは保護管理の難しさを理由にオマーン政府自身が削除を求めたものであるが、実際の動機
は埋蔵が確認された石油の開発であるとされる（以上、松浦2008、140-174）。
そのほかの展開として、1999年にユネスコ事務局長に就任した松浦は、無形文化遺産条約の制定に尽
力し、当初は西欧の国を中心に反対が強かったものの、2003年10月のユネスコ総会で賛成多数で採択さ
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れた（松浦2008、59）。また、2001年2月のアフガニスタンにおけるバーミヤンの大仏（石仏）破壊を
受けて、同じ2003年の総会で平時に文化財を意図的に破壊する行為を阻止するために「文化遺産の意図
的な破壊に関するユネスコ宣言」が採択された（松浦2008、63）。そのほか、水中文化遺産保護条約（2001
年採択）と文化の多様性条約（2005年採択）、世界遺産条約採択前に締結された「武力紛争の際の文化財
の保護のための条約（ハーグ条約）」（1954年採択）、「文化財の不法な輸入、輸出及び所有権譲渡の禁止
及び防止の手段に関する条約」（1970年採択）と合わせて、松浦が「6条約体制」と呼ぶ、ユネスコが広
く文化遺産を保護するための体制が構築され、現在に至るまで運用されている（松浦2008、173）。
（2）世界遺産制度の実際の運用
世界遺産条約によると、文化遺産として、記念工作物（建築物や彫刻、絵画、考古学的な性質の物件及
び構築物含む）、建築物群、遺跡の3つの項目が挙げられている（ 1 条）。自然遺産には、特徴ある自然の地域、
脅威にさらされている動植物の生息地・自生地、自然の風景地が含まれる（ 2 条）。
世界遺産条約の締約国は、自国内の世界遺産を保護・整備し次世代に伝えることを義務として課せられ、
また世界遺産の保護を国際社会全体の義務として協力することになっている（ 4 条）。条約の締約国会議
は、2 年ごとにユネスコの総会に合わせて開催されるが、世界遺産のリストへの登録決定、遺産のモニター、
危険な状態に置かれている遺産の「危機にさらされている世界遺産」（通称、危機遺産リスト）への登録、
後述の世界遺産基金の運用については、世界遺産委員会に独占的に委ねられる。その世界遺産委員会では、
締約国会議の選挙で21の委員国が選ばれる。任期は本来 6 年であるが、締約国の増加とともに、 4 年で
交代することが慣例となっていて、2期連続で選ばれることはない。
文化遺産や自然遺産が世界遺産のリストに登録されるためには、いずれも「顕著な普遍的価値」を有さ
なければならない。具体的には世界遺産委員会で採択された「世界遺産条約履行のための作業指針」（以
下、作業指針）に掲げられる10の評価基準のうちのいずれか 1 つに該当する必要がある（西村・本中編
2017、20-21）。人間の創造的才能を表す傑作である、価値観の交流を示す、歴史上の重要な段階を物語
るといったそれらの評価基準は、概念の意味を含めて次第に変化してきた。特に2005年の改定では、そ
れまで文化遺産が 6 つ、自然遺産が 4 つの基準に分けられていたのが、合計で10の基準に統合された。
上の評価基準のいずれかに該当することと合わせて、遺産は「真正性（authenticity）」と「完全性
（integrity）」の両面から評価が行われる（西村・本中編2017、46-53）。長らく、真正性は文化遺産に、
完全性は自然遺産にのみ適用されてきたが、2005年の作業指針の改定の際に、文化遺産については完全
性も満たすことが求められるようになった。文化遺産の真正性では、形状や材料、伝統、位置、精神性と
いった点から、遺産が「本物」であることが求められる。完全性とは、自然遺産または文化遺産とそれら
が持つ属性が全体として無傷であることである。
世界遺産の登録（記載、inscription）の審査手続きは次のようになる（木曽2015、64-71；西村・本中
編2017、37-41；松浦2008、96-99も参照）。まず各国政府が複数の案件を載せた「暫定リスト」をユネ
スコ事務局にある世界遺産センターに提出する。暫定リストは政府の希望で随時更新される。暫定リスト
の中から、各国政府は世界遺産センターと相談しながら優先順位の高い案件を選んで、上記の基準を満た
すことを述べた登録推薦書を正式に世界遺産委員会に提出する。現在では、各国が推薦できる案件の数は、
1 年に 2 件（うち 1 件は自然遺産）に制限されている。なお、2016年10月の臨時の世界遺産委員会で、
2020年の世界遺産委員会以降は各国年 1 件のみの登録に制限されることが決められた。申請は毎年 2 月
1 日までなので、2018年 2 月 1 日以降の各国の推薦分から適用されることになる。かつ、世界遺産委員
会で扱う新規記載案件は現在45件であるが、これも35件に削減される。なお、現在のユネスコの審査可
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能な能力が50件程度に限られているため、世界遺産を持っていない国や少ない国が優先され、地域ごと
の偏りが考慮されたうえで、どの推薦を受け付けるかが決定される（木曽2015、90）。
正式に推薦が受け付けられた案件は、まず、ユネスコの諮問機関であり、世界各国の専門家から構成さ
れる諮問機関が技術的な観点から先述の基準に沿って審査を行う。すなわち、文化遺産の場合はイコモス、
自然遺産の場合はIUCNが担当する。現地調査や非公式の問い合わせが行われて、推薦の翌年に技術的な
評価勧告が世界遺産委員会に提出される。評価勧告では、「登録」、「情報照会」、「登録延期」、「不登録」
のいずれかの評価が報告される。毎年夏に会合を開く世界遺産委員会では、登録推薦書と諮問機関からの
評価勧告を元に審議を行い、やはり「登録」、「情報照会」、「登録延期」、「不登録」のいずれかの結論を採
択する。意思決定の方式として、よほどの対立がない限り、 3 分の 2 を求める多数決による表決は行われ
ず、コンセンサスで採択される。正式な申請から結論までおよそ1年半を要する。
2017年 7 月の世界遺産委員会終了時点で、167締約国1704件が暫定リストに掲載されている。登録数
の少ない途上国を支援するために世界遺産基金が設けられており、締約国がユネスコ分担金の 1 パーセン
トを超えない程度に義務的に拠出する分と任意拠出分が集められ運営されている。基金は、保護のための
緊急援助や申請のための準備への援助、保護管理計画の実施に必要な技術援助を中心に運用されている。
また、世界遺産条約24条にはモニタリングの制度が設けられていて、リアクティブ・モニタリングと
定期報告とがある（以下、西村・本中編2017、73-82参照）。前者は、何らかの脅威にさらされている特
定の世界遺産について、世界遺産委員会の決議に基づき世界遺産センターないし諮問機関が現地調査等を
行い、委員会に報告するものである。2007年には世界遺産委員会の議決を経なくてもユネスコ事務局の
判断で現地調査を行うことができるようになった。ただし、アメリカの分担金支払い停止などによる財政
のひっ迫で、実施困難な状況にある。後者の定期報告は、2000年より開始されたもので、すべての世界
遺産について、その保全状況や立法および行政措置を締約国が報告するものである。情報のアップデート
が行われ、各国、地域ごとの状況・課題などが世界遺産委員会に報告される。
世界遺産のリストとともに、危機にさらされている世界遺産のリスト、いわゆる危機遺産リストが作成
されている。それは、世界遺産一覧に掲載されている資産のうち、損壊の進行や工事、開発、武力紛争、
自然災害によって、重大かつ特別な危険にさらされており、保存のための大規模な工事への援助が要請さ
れているものが、世界遺産委員会の決定によって登録される（世界遺産条約11条）。危険が去ったと判断
されれば世界遺産委員会の決定で危機リストから削除され、逆にさらに悪化した場合、世界遺産のリスト
自体から削除される可能性がある（西村・本中編2017、91-98参照）。ただし、危機遺産リストに掲載さ
れることなく、世界遺産リストから削除されることもある。
3．世界遺産制度の政治的側面に関する先行研究
前節のような世界遺産制度の内容と運用について、文化遺産や自然遺産の保護に関する研究はあっても、
社会科学の観点からの先行研究は限られてきた。背景には、登録審査の過程にもあるように、世界遺産の
制度自体に社会科学者よりも考古学者など文化財に関わる研究者や実務家がながらく関与してきた歴史が
ある。また、人類の遺産を守るという世界遺産制度がもつ理念自体が、その政治性を直視することを避け
るように作用した面があるかもしれない。
しかし、世界遺産の地理的な偏在や審査過程での政治的圧力など世界遺産制度の「政治的」側面は否定
しえない。そのような政治的側面に注目した研究として、例えばSchmittは、国際関係論の国際レジーム
論を世界遺産システムに適用することで、世界遺産の制度の効果と実効性を検証し、ユネスコの役割を考
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察している（Schmitt 2015）。また、Freyらは世界遺産の世界的な遍在とその背景にある政治的圧力の原
因を統計学の手法を用いて分析する（Frey et al. 2011；Frey et al 2013）。BertacchiniとMeskellらも、政
治的・経済的要因が世界遺産の決定過程に与える影響を検証してきた（Bertacchini, Liuzza, Meskell, and 
Saccone 2016；Meskell., Liuzza, Bertacchini and Saccone 2015；Meskell, Liuzza, and Brown 2015）。
それでも、世界遺産制度について国際政治学からアプローチした研究は極めて少ない。上述のSchmittは、
国際レジーム論のアプローチとして、現実主義的、利益ベース、認知的（構築主義的）の 3 つをあげて、
それぞれを世界遺産の制度に適用する。そのうえでSchmittは、世界遺産レジームの形成の場合は 3 つ目
のアプローチが適切とする（Schmitt 2015）。本稿も国際政治学をベースにした考察であるが、Schmittと
は異なりアプローチを一つに絞り込まずに、国際政治学（国際関係論）で一般的な複数の視座から世界遺
産をめぐる国際政治の考察を行いたい（国際関係論の視座について、初瀬2012参照）。すなわち、現実主
義の視点からは、国家間のパワーや権力政治が国際制度の形成や運営を含めた国際関係全般に反映される
と考えられる。自由主義の視点からは、機能主義的な国際協力の進展を予測する一方で、国内の政治体制
の差異や国内政治過程の国際政治への影響が重視される。構築主義的な視点からは、規範や価値が与える
影響が重視される（Ferrucci 2012）。世界遺産をめぐる国際政治の分析においては、それらの視点から導
かれる要因がどの程度、またどのように関わってくるかに注目することになる。
4．世界遺産制度の様々な政治的側面
世界遺産制度の政治的側面は、制度の形成から実践の過程までの様々な点で現れている。大きくまとめ
ると、①代表性や均衡性など世界遺産の制度自体の問題をめぐって、②世界遺産リストへの登録をめぐっ
て、③世界遺産の保全をめぐって、のそれぞれでアクター間の権力関係の作用や対立が現れている。
 
（1）世界遺産の制度自体をめぐって
顕著な普遍的価値をもつ世界の文化と自然の多様性が、世界遺産の制度と実践に適切に反映されている
かについては、様々な疑念が呈されてきた。1994年に世界遺産委員会が採択した「代表性・均衡性・信
頼性のある世界遺産リストのためのグローバル・ストラテジー」（以下、グローバル・ストラテジー）は
それらの問題を受けたものである。そこでの代表性の問題とは、世界のすべての地域の顕著な普遍的価値
のある資産が世界遺産リストに反映されているかどうかである。世界遺産が西欧・南欧に偏り、締約国の
中に世界遺産を1件も持たない国が多いことが問題視された。均衡性は、重要な生態や歴史的出来事が世
界遺産リストに幅広く反映されているかどうかである。リストにある資産が歴史的建築物など特定の類型
に偏っていることが指摘された。信頼性は、リスト掲載の評価基準が厳格に適用され、人類の顕著な資産
の多様性がリストに反映されているかどうかである。評価基準が特定の資産の類型に有利になっているた
めに、アジアやアフリカでは資産が世界遺産に登録されにくいといったように、これらの問題は相互に
関係する。1994年のグローバル・ストラテジーでは、問題の解決を図るために、評価基準の改定、既に
行われたものも含めてテーマ別研究や地域別研究の活用を進めていくこととなった（西村・本中編2017、
101-103）。
1992年の世界遺産委員会では、公園や田園景観、参詣道など「自然と人間の共同作品」である「文化
的景観」が新たな類型となり、評価方法が専門家会議によって確立され、世界遺産リストへの登録の申請
が進んだ（文化的景観について西村・本中編2017、123-140）。1995年には、「技術」や「技術集合体」
の語が評価基準に加えられて、産業遺産の登録が進んでいった（産業遺産について西村・本中編2017、
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158-167）。そのほか、1990年代から今世紀にかけて、運河や道、聖なる山、米文化および棚田などのテー
マ別研究が盛んとなった（西村・本中編2017、112-115）。登録数の増加抑制が議論される一方で、負の
遺産や20世紀遺産、文化遺産と自然遺産双方の基準を満たす「複合遺産」、複数の資産から構成されるシ
リアル・ノミネーション、構成資産が複数の国にわたる国境を超えた資産など、非公式な類型も含め世界
遺産の内容面での拡充が進められてきた（安江2011；シリアル・ノミネーションについて西村・本中編
2017、101-121）。
イコモスは、2004年に世界遺産リストの各種格差是正のための報告書（ギャップレポート）を発表し
ている。登録が進みそうな分野として、軍事や近代化の過程で育成されてきた施設や文化的景観や道筋な
どが挙げられた（西村・本中編2017、41-42）。それを踏まえて、同年の世界遺産委員会ではグローバル・
ストラテジーの進展について評価がなされた。世界遺産を持たない締約国が1994年の30.9パーセントか
ら2004年には27.1パーセントに減少したことなど進展が評価される一方、類型別、時代・地域別、テー
マ別の分析からは、依然として代表性や均衡性に課題が残ることが示された（西村・本中編2017、103-
107）。
原因として、世界遺産の制度が西欧主導であった歴史の影響が根強く残っていることがたびたび指摘さ
れる（木曽2015）。例えば、西欧諸国では伝統的に有形文化遺産の概念が強いことが、有形の文化遺産が
乏しいアフリカなどの地域で文化遺産の登録が進まない原因とされてきた。そこで、先述のように、松浦
ユネスコ事務局長と日本政府のリーダーシップのもとで、無形文化遺産条約が2003年にユネスコ総会で
採択された。しかし、西欧諸国には先住民や移民との関係で無形文化遺産重視への警戒心があり、世界遺
産条約の範疇で扱うことができるとする見解を示して抵抗した。そこで、有形文化遺産と無形文化遺産と
の間の関係性について話し合う専門家会議が2004年に奈良で開催され、双方の保護が調和する統合的ア
プローチの検討を求める大和宣言が採択されている（松浦2008、304-306）。無形文化遺産条約によって、
アフリカなど西欧とは異なる文化の歴史を持つ地域でも、何らかの形で文化遺産の保護を求めることがで
きるようになった。しかし、本稿の考察対象外ではあるが、無形文化遺産もまた、世界遺産と同様、国家
間対立や激しいロビイングなど政治化を免れないでいる。
途上国政府の能力不足からくる世界遺産の地理的不均衡の改善のために、近年のより直接的な試みとし
てアップストリームプロセスがある。日本の働きかけで行われるようになったものであるが、ある資産を
世界遺産として推薦しようとする初期の段階から諮問機関や世界遺産センターと当該国が対話を重ねるこ
とで、推薦書の完成を手助けし、途上国の能力不足を補ってそれらの諸国の世界遺産の登録を促進しよう
とするものである（岡橋2018；西村・本中編2017、107-109）。
また、世界遺産の目的である文化の多様性そのものを追求する動きもある。世界遺産の対象外だった現
代音楽やダンス、映画、絵画、彫刻など現代の文化的創造物の保護と促進を、フランスやカナダが率先し
て求めるようになり、2003年のユネスコ総会で条約案の作成が開始されることとなった。しかし、アメ
リカは、世界貿易機関（WTO）が推進するサービス貿易の自由化と相いれない要素があるとして強く反
対した。アメリカは、経済領域と同様に、文化や教育の領域を含めたサービスの自由化がないと、国際交
流は進まないと考えていた。対して、フランスやカナダは文化を自由化の対象にすべきでないとした。結
果、2005年に総会に提出された条約案は、アメリカを含む数か国の反対にもかかわらず、賛成多数となり、
「文化的表現の多様性の保護及び促進移管する条約」は採択された（松浦2008、60-62）。
このように世界遺産制度を軸に、文化遺産を守る国際的なレジームが発展してきたが、代表性や均衡性
の問題は、長らく取り組まれながらも、依然残ったままである。
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（2）世界遺産リストへの登録をめぐって
世界遺産の登録をめぐって、これまでし烈な競争が行われてきた。1990年代になり観光が国際的に
発展しはじめると、観光資源としての世界遺産がもつブランド力に対する注目が高まっていく。例えば
1995年に登録された「白川郷・五ヶ山の合掌造り集落」は、観光客数が登録前の70万人から登録後に
100万人を超えた（木曽2015、50-51）。それにつれて各国国内で世界遺産への登録申請を求める圧力が
強まり、国際レベルで各国政府は世界遺産登録を競い合うようになった。しかし、登録に必要な遺産の評
価基準をめぐって、捉え方の違いがある。そのために、登録の審査の過程ではたびたび政治的な対立が起
きてきた。
第1に、登録のための評価基準をめぐる対立がある。特に文化遺産の登録ではあいまいさが残るために、
たびたび解釈をめぐる対立が生じ、その都度修正されてきた。まず、上述のように、地理的及び内容的な
偏りを是正する観点から、評価基準の追加修正が行われてきた。真正性については、西洋の「石の文化」
を基準とした評価では登録が難しい「木の文化」や「石の文化」を包摂するために、1994年にいわゆる
奈良文書が採択されて解釈が弾力化した（西村・本中編2017、51-58）。関連して、世界遺産リストへの
登録と保全の両方にかかわる点として、真正性と復元・再建をめぐる問題がある。廃墟をそのまま維持す
るのか、どの程度修復していいのかである。1990年代にボスニアでの内戦によって破壊されたモスタル
の古橋や地震の被害を受けた中国の麗江古城は、ユネスコの指導を受けながら復元されて、世界遺産に登
録された（楊2011）。完全性については、世界遺産の領域と周辺の領域である「緩衝地帯」をどう区分し、
どこまで緩衝地帯とするのかについて、後述のように、できるだけ狭くしたい締約国と広く確保したいユ
ネスコや専門家との間で論争が起きている（西村・本中編2017、49-50）。自然遺産についても、日本は
「奄美大島、徳之島、沖縄島北部および西表島」を世界自然遺産に推薦していたが、2018年5月のIUCNの
事前審査で、2016年12月に一部が返還された米軍北部訓練場跡地が含まれていないなど「完全性」が十
分でないことを理由に、「登録延期」の評価が下された。結局、政府は申請を取り下げている。
関連して、評価基準とその解釈はたびたび修正されているものの、実際の資産の登録過程において、ど
の評価基準で申請するかは各国を悩ませる問題である。日本の富士山の場合、当初は自然遺産での登録を
目指したものの、環境省による評価で自然遺産では難しいということになり、文化遺産での登録を目指す
こととなった（木曽2015、75-76）。また、歴史的な事件や人類の悲劇を象徴する、いわゆる「負の遺産」
は、顕著な普遍的価値を持つ出来事などを基準としたものであり、その単独適用は1996年の広島の原爆
ドームを最後とするはずであった。しかし近年は、地理的な偏りをなくする観点から再び活用されるよう
になるなど、評価基準の運用は常に揺れ動いている（西村・本中編2017、25-28）。
第2に、そもそも登録のための評価の作業を行うユネスコ自体の能力の限界が指摘される（木曽2015）。
母体であるユネスコでは予算がもとより限られているが、加えてアメリカによる支払い停止の影響をたび
たび受けてきた。1984年、アメリカのレーガン政権は組織の非効率性などを理由に脱退したが、松浦事
務局長の改革を評価してブッシュ政権下の2003年に復帰した。しかし、2011年にはパレスチナ加盟を理
由に分担金の支払いを再び停止し、トランプ政権になった2017年10月には18年末の脱退を表明した。
このような予算の制約もあり、ユネスコでは世界遺産の分野で審査の件数を絞り込む試みが行われてき
た。審査するユネスコや諮問機関側の事務的能力の限界や、地域的な均衡を図るグローバル・ストラテジー
の視点、そして世界遺産が際限なく増えることへの懸念から、2000年の世界遺産委員会で、2002年から
年間各国1件のみ、委員会が審査する案件の数を30件にすることが決められた。しかし、案件を多数抱え
る欧米諸国の反発で、2004年の委員会で文化遺産1件、自然遺産 1 ～ 2 件の計 2 件まで各国が申請でき
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ることになり、全体の審査案件数も45件に緩和された。2007年の委員会では文化遺産も 2 件申請するこ
とが再度可能となった（松浦2008、97、290-291）。2016年10月の臨時の世界遺産委員会では、ユネス
コは当初2018年夏から25件に減らす案を示していたが、今度は審査待ちの候補を多く抱えるアジア・ア
フリカ諸国からの反対が強くなり、合意を得られなかった1。結局、2018年 2 月より35件に減らすことで
決定した2。それでも、2017年度登録決定分を含めると、世界遺産は167ヵ国1073件にのぼる。
各国の推薦可能な件数以前に、すでに毎年の推薦案件の総数がユネスコの審査能力を超えており、受付
自体が絞り込まれるようになっている。そのため、審査枠の確保へ向けた各国政府の働きかけも激しさを
増している。例えば、日本はこれまで 1 年に 1 件の文化遺産の審査枠を確保してきたが、それは常に保証
されているわけではない。そこで、締約国では（支払いを停止している）アメリカに次ぐ第 2 位の10％
前後の分担金を拠出してきたことを盾に、ユネスコ事務局と水面下で交渉してきた（木曽2015、89-
93）。
第 3 に、諮問機関による技術的な評価を世界遺産委員会が覆す「政治的」決定の増加が最近顕著であ
る。先述のように、世界遺産の登録の過程は、文化遺産ではイコモス、自然遺産ではIUCNの専門家から
なる諮問機関が技術的な観点から評価・勧告し、それを踏まえて各国の代表からなる世界遺産委員会が登
録を決定する。運用当初から、毎年 1 ～ 2 件、諮問機関による技術的評価を政府代表から成る世界遺産
委員会の決定が覆してきた。それが世界遺産への注目の強まりに合わせて次第に増加していき、2006年
と07年には覆されるケースは 6 件となり、「多すぎる」「政治的過ぎる」と批判されるようになった（松
浦2009、288-289）。その傾向はその後さらに加速している（Meskell, Liuzza, Bertacchini and Saccone 
2015）。2017年 7 月の世界遺産委員会では、登録が決定された21件のうち、諮問機関によって評価で登
録にふさわしいとされたのは12件に過ぎなかった3。すなわち、半数近くが世界遺産委員会による「政治
的」決定で覆されているのである。政府代表側の見解として、例えば2010年から2013年にかけてユネス
コ日本代表部特命全権大使であった木曽功は「ある時点を理想の姿としてそこで固定し、保全しようとい
うのが、専門家のスタンス」であり、そのような自己目的化を避けるために、「世界遺産の決定に際しては、
専門家だけに任せず、一般人も加えるべき」だと主張する。また、「弱者救済システム」として政治的配
慮ができるようにすることも、委員会での逆転の正当化の理由として挙げている（木曽2015、94-98）。
対して、イコモスなど諮問機関側も、登録基準を満たせそうにない場合は改善点を事前に伝えるといった
対応策を講じているが、遺産としての価値の評価よりも、政治的、経済的配慮が優先される傾向が続いて
いる。これは、顕著な普遍的価値をもつ遺産は領域に関係になく登録されるべきという「科学的」「学術的」
価値の追求と、地域や国の偏りをなくすべきという「代表性」の要請のジレンマの反映とみることもできる。
問題は、そのような政治的決定が、結局のところ申請国の「政治力」によって左右されることである。
Bertacchiniらは、政治的、経済的利益が世界遺産の審査の決定過程に与える影響を検証した。委員会で
の公式の議論での発言など、いろいろな政治、経済的変数を用いた統計分析を援用して、当初、情報照
会、登録延期、不登録といった「登録」に及ばない諮問機関からの評価勧告の場合、世界遺産委員会によ
る最終決定は経済的、政治的要因の影響を受けやすいことを明らかにしている。より大きな政府代表団
を通じた非公式の影響力は、よりよい最終決定の可能性を高める。文化的遺産であることや、その国の
観光産業の大きさも、セレクションの過程に影響を与える。これらの分析結果は、委員会の各国代表の
本会合での発言を分析して決定過程の詳細を検証した研究でも支持される（Bertacchini, Liuzza, Meskell, 
and Saccone 2016）。また、Bertacchiniらの数量的分析では実証されなかったが、交渉に関わった実務担
当者の実感としては、世界遺産委員会の委員国であることがいろいろな面で有利となるようである（木曽
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2015、109-111）。さらに、最近の世界遺産委員会では、欧米諸国の優位が揺らぎ、代表団の人数の増加
などを通じて中国をはじめとしたアジアの新興国の発言力が強まっている（Meskell, Liuzza, and Brown 
2015）。
また、推薦国とそれ以外の国との政治的・経済的結びつきは、推薦国以外の各国代表の発言に好まし
い影響を与え、諮問機関の当初の評価が世界遺産委員会でアップグレードされる決定につながる。他方
で文化的近似や推薦国が宗主国であったことは支援の可能性を減少させる。他方、国際政治学の現実主
義的な観点から重視される人口やGDPの大きさは必ずしも相関関係があるわけではない。また、自由主義
的な観点からの推測とは異なり、締約国の政治体制は登録支持とは無関係とされる（Bertacchini, Liuzza, 
Meskell, and Saccone 2016）。
実際、先述の木曽も、日本政府によるロビイングに言及している。2011年に日本政府が文化遺産とし
て世界遺産への登録を推薦した「富士山－信仰の対象と芸術の源泉」は、イコモスの勧告で「登録」と
いう評価を受けたものの、富士山から45キロ離れた三保の松原を除くとされた。そこで、木曽らは各国
大使に働きかけて文化的なつながりを説明し、2013年の世界遺産委員会では三保の松原を含めて「登録」
が決議された。日本を含む先進諸国は、途上国に対しては政府開発援助、それ以外の国には、世界遺産
に限らない別の案件での協力を約束するギブアンドテイクによる「取引」が行われる（木曽2015、100-
102）。
第 4 に、国家間対立が世界遺産の審査の過程に持ち込まれることも多い。代表的なものは、パレスチ
ナとイスラエルの対立である。両者およびそれぞれを支援する諸国の間で対立がたびたび生じてきた。
2008年にイスラエルが推薦した「ダンの三連アーチ門」は、イコモスの登録の評価勧告にもかかわらず、
アラブ諸国の反対で「情報照会」が決議され、結局審議自体が延期されることとなった（木曽2015、99-
100）。今度は、2012年、「イエス生誕の地：ベツレヘム聖誕教会と巡礼路」の案件について、パレスチナは、
イスラエルのフェンス構築による破壊の恐れがあるとして、通常 1 年半を半年で審査する「緊急的登録推
薦」を求めた。諮問機関であるイコモスが緊急性は認められないとして「不登録」の勧告をしたにもかか
わらず、アラブ諸国などパレスチナを支持する諸国とイスラエルを支持する諸国が対立したまま、世界遺
産委員会での投票となり、賛成多数で「登録」が決定された（木曽2015、59-60）。また、先述のように
アメリカは、イスラエルに味方して、分担金の支払い停止と、その後脱退を表明している。
ほかの国家間対立の例として、2015年 7 月に世界遺産委員会で登録が決定された「明治日本の産業革
命遺産」がある。登録をめぐっては日韓間で激しい対立が生じた。韓国政府は、第二次世界大戦中に朝鮮
人が強制徴用された施設が含まれているとして、政府からの推薦受付の段階から登録反対のロビイング
を展開した。決定に先立つ同年 5 月、イコモスは登録にふさわしいという勧告を出した。それでも韓国
政府は反対を続け、最終的に委員会直前の 6 月の日韓外相会談で政治決着が図られた（木曽2015、142-
153）。
最後に、国内の政治過程も国際レベルの審査過程と複雑に絡み合う。パットナムは、国際政治学の自由
主義アプローチの視点から、国内の政治過程と国家間の政治過程の 2 つのレベルで行われる交渉過程を
「ツーレベルゲーム」として理論化し、二国間の貿易交渉の分析などに適用しているが、世界遺産の各国
の推薦からはじまる審査の過程もこれが当てはまる（Putnam 1988；杉浦2012）。世界遺産の審査の過
程は、まず国内で推薦リストに掲載され、そのうえで各国政府が可能性を考慮して推薦する案件を選び、
推薦書を世界遺産センターに提出・受付となる。その後、諮問機関の評価勧告、世界遺産委員会での決定
を経るが、情報照会や登録延期の場合は来年度以降に再度推薦書が提出される。登録を得るためには、最
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初の推薦書作成の段階で、テーマに沿って遺産の構成要素を厳選したり、諮問機関や世界遺産委員会の審
査結果を踏まえて構成要素を見直したりする必要がある。2014年に登録された「富岡製糸場と絹産業遺
跡群」では、最初10件あった構成資産が 4 件に絞り込まれた。しかし地元の要請を受けた政治家の関与
などで、構成要素を選抜したり外したりするには困難が伴う。このような国内の政治的圧力があるために、
世界遺産委員会21カ国のうち 3 分の 2 の賛成があればどのような評価も覆すことができるという誘惑が、
政府のロビイングを激化させる要因となっている（木曽2015、105-107）。逆に、2009年に登録を断念
した「最上川の文化的景観」のように、国内の政治家主導で世界遺産登録の過程が進み、地域住民が置い
ていかれるケースもある（佐滝2009）。また、世界遺産にふさわしい要素を備えながらも、国内政治のた
めに申請されないケースもある。そのような事態に対しては、国家主権を重んじるユネスコは介入できな
い。
（3）世界遺産の保全をめぐって
登録後の世界遺産の管理保全については、上述のモニタリングの制度や、危機リストの活用、世界遺産
基金による支援といった取り組みがなされてきた。しかし、自然な劣化や自然災害のほかに、紛争、宗教
対立、開発のような人為的な要因で世界遺産はたびたび脅かされてきた。
本来、ユネスコの世界遺産制度は、第二次世界大戦の反省を踏まえて、文化の多様性をお互いに尊重す
ることで平和と相互理解を深めようとする狙いがあった。しかし、1990年代になると、文化ナショナリ
ズムの台頭により世界各地で民族紛争が発生するようになり、文化遺産が攻撃対象となるケースが見られ
るようになった。旧ユーゴスラビアの紛争では、世界遺産登録前であるが、モスタル旧市街地の古橋が
破壊され、クロアチアの古都ドブロブニクが包囲攻撃された。また、2001年にはアフガニスタンのバー
ミヤンの大仏が、当時のタリバン政権によって宗教上の理由から破壊された（松浦2008、196-213）。最
近でも、タイとカンボジア国境紛争が世界遺産であるプレアビヒア寺院遺跡を脅かした例がある。同寺院
は両国の国境をめぐる係争地にあったが、カンボジアの推薦で2008年に世界遺産に登録された。しかし、
2011年には同地域で両国の軍隊による武力衝突が発生し、遺跡も戦火に巻き込まれる危険性が高まった。
結局、寺院遺跡のある係争地は、国際司法裁判所による裁判の結果、カンボジアに帰属することとなった。
バーミヤンの石仏の場合は紛争ではなく平時の破壊であるために適用できる条約がないという問題が
あったものの、そもそもユネスコが人為的な破壊を防ぐ手段は限られている。バーミヤンの大仏のケース
では、当時の松浦事務局長はタリバン政府による破壊予告後、破壊行為をやめさせるべく国際的なキャン
ペーンを行い、パキスタンなど周辺諸国政府を通じてアフガニスタンのタリバンの指導者にも働きかけを
行ったが、結局破壊を止めることはできなかった（松浦2004、225-241；松浦2008、213-220）。　
強制手段を持たないユネスコに世界遺産保全のために与えられた数少ない手段の一つが、危機遺産リス
トである。ユネスコは、危機リスト登録から生じる対象国の「評判」への影響を活用してきた（Ferrucci 
2012）。2005年に周辺の開発計画でケルン大聖堂が危機遺産リスト入りし、その衝撃で計画が修正さ
れて解決するなど、遺産保護に一定の効果をもたらしてきた（佐滝2009、53-56；西村・本中編2017、
66）。しかし、危機遺産リストに自国の世界遺産が登録されることに抵抗を示す締約国も多い。世界遺産
委員会は、危機遺産リストへの掲載は「罰則」ではないと繰り返し表明しているものの、対象国はそうと
は捉えない。危機遺産リストへ登録する委員会の決定では、当該国の同意は必要でないと解釈されている
ものの、当該国の政府が抵抗するなかで決定することは政治的に困難な場合がある。例えば、 3 つの古都
と4つの寺院が世界遺産として登録されていたネパールのカトマンズの谷は、都市化によって危機に瀕し
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たことで、1992年には世界遺産委員会で議題となった。しかし、ネパール政府の考古局は危機遺産リス
ト入りに抵抗し、結局政府の同意なく2003年に危機リストに登録された。その後、都市計画の策定と建
物の監視システム強化が評価され、2007年同リストから削除された（西村・本中編2017、213-214；松
浦2008、236-237）。
国家主権のジレンマだけではなく、登録の過程と同様、締約国内の政治過程もかかわってくる。ドレス
デンのエルベ渓谷では、交通渋滞緩和のための橋梁建設計画が景観を壊すとして、世界遺産委員会がドイ
ツ政府に計画を見直すように勧告を出した。しかし地方分権の制度から連邦政府ではなくドレスデン市に
判断の権限があり、また、世界遺産委員会の勧告前の賛成多数の住民投票の結果もあることから、計画の
実施が決定された。結果、世界遺産リストから削除された（佐滝2009、56-57；松浦2008、53）。
また、危機遺産リストへの登録は、保全への国際的な支援を促すという目的があるにもかかわらず、世
界遺産基金など支援体制は十分とはいえない。世界遺産基金への義務的な分担金は、年間3億円程度に過
ぎない（西村・本中編2017、188-199）。現状では、登録後の保全より、登録への支援に偏っている。そ
もそも世界遺産の制度自体が、ユネスコや世界遺産委員会による直接的な規制やコントロールではなく、
世界遺産リストへの登録による社会的認知から生まれる保全促進を狙ったものであり、具体的な保全は主
権を持つ締約国に委ねられる（西村・本中編2017、98-100）。そのため、保全においても、自国の利益
を守ろうとする締約国とユネスコが対立する事態が起きてしまう。例えば、ユネスコは近年、遺産を守る
ために遺産周囲の「緩衝地帯」の設定を重視してきたが、締約国は保護に責任を持つべき遺産及びその緩
衝地帯の範囲をできるだけ小さくしようとする。そのため、2008年の世界遺産委員会では、緩衝地帯は
遺産の一部ではなく遺産を保護する手法であること、それは必須ではなく世界遺産の区域ではないこと、
緩衝地帯の範囲は資産区域への影響に基づき決定されるべきことなどが確認された（西村・本中編2017、
62-64）。
5．おわりに
以上、世界遺産制度に関わる国際政治の態様を整理・検証した。総じて世界遺産制度は遺産保護に大き
く貢献してきたといえるが、最近は上でまとめたような政治的側面がより顕在化しつつあり、遺産保護に
対する悪影響が懸念される。国際政治学の視座を踏まえてその要因をまとめると、第1に、より一般的な
要因として、申請件数や審査をめぐる攻防にみられるように、世界遺産の制度における文化的多様性の
確保と（観光）開発の要請の間でのジレンマを挙げることができる。確かに、2001年の文化の多様性に
関する世界宣言では、第3条で「文化の多様性は、開発のひとつの要素である」としている（松浦2008、
41-42）。しかし、観光資源としての世界遺産への注目の高まりは、文化の多様性という価値規範ではな
く国益として世界遺産登録を追求する各国の動きを加速させ、現実主義者が強調するような国家間の権力
政治が世界遺産制度にも持ち込まれる結果となった。第 2 に、国際協力と内政干渉のジレンマである。そ
もそもユネスコ憲章は、第 1 条第 2 項で世界遺産の保護とそのための関係諸国民への働きかけを促しつつ
も、第 3 項では内政不干渉も求めている（松浦2008、52-53）。そのジレンマは、ユネスコが世界遺産の
特に保全において、自由主義者が注目するような各国の国内政治に振り回される結果につながっている。
第 3 に、現実主義の視点が浮き上がらせるように、グローバルな権力構造の変動の影響を世界遺産制度
も受けている。分担金支払いに見られるように超大国であるアメリカに振り回される状況が今も続いてい
るが、最近では、中国を中心とした新興国による世界遺産制度の政治化も現れつつある。第 4 に、構築主
義者が注目する価値規範の点では、 1 点目と関連するが、観光含む経済開発を重視する価値観や自由化を
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求める新自由主義的価値観が、本来は文化の多様性を守ることを目的とする世界遺産制度にも影響を及ぼ
している。タリバンによるバーミヤンの大仏破壊やイスラエルとパレスチナの対立のように、宗教や文化
の違いが、多様性を追求する世界遺産制度にマイナスの方向で働く現象もみられる。
世界遺産のあり方をめぐっては、様々なアプローチから検証され、提案がなされてきた。より実効的な
改革のためには、本稿でそのごく一端を明らかにした世界遺産をめぐる国際政治の現状を踏まえる必要が
ある。本稿の分析の試みは初歩的なものであるが、国際政治学の視座や理論から世界遺産の制度と運用を
分析し、今後の課題を考えることは、これからいっそう必要となるであろう。それはまた、世界遺産の観
光での重要性を考えると、観光の国際政治学を築くための必要なステップでもある。
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